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フリースペース法による誘電率測定
　当センターで導入しているシステムは図1の構成となってお
ります。アンテナ、誘電体レンズ、試料ホルダーで構成されてお
り、Port1、Port2のアンテナはベクトルネットワークアナライ
ザーに接続され、反射波がＳ１１、透過波がＳ２１のSパラメータと
して測定されます。試料の誘電率はこの反射波、透過波の強度
と位相から計算により求めます。本装置により、周波数18GHz
から110GHzの誘電率測定が可能です。

　本システムでは、Ｓパラメータの測定値をシステムに付属の
ソフトウェアで処理することで行っておりました。しかし、付属ソ
フトウェアには試料の厚みに制限があり、試料中を伝搬する波
長の1/2未満に制限されていました。例えば周波数100GHz、
誘電率10の試料では、測定可能な厚みは0.47mmが最大とな
ります。このような制約のため誘電率測定を断念する場合もあ
りました。そこで今回、標準的な誘電率の計算方法である
Nicolson-Ross-Weir法（NRW法）を用いてSパラメータから
誘電率の計算を行いました。

測定
　計算結果の妥当性を検討するために、誘電率が既知の試料に
ついて測定を行いました。比誘電率2.04のPoly tetra fluoro 
ethylene（PTFE）、比誘電率８～10のアルミナ及び比誘電率１
の空気を採用し、試料の厚さはそれぞれ１mmと５mmのものを
用意しました。

NRW法による誘電率計算
　まず、既設のソフトにより各試料の比誘電率を計算した結果

を図２に示します。厚さ１mmの空気とPTFEのみ文献値と同じ
比誘電率が得られましたが、その他の条件ではいずれも誘電
率は正しく計算されませんでした。

　次に、NRW法により計算した比誘電率の値を図３に示します。

　空気とPTFEについては、厚みが５mmの場合でも文献値ど
おりの比誘電率が得られました。また、アルミナについては、厚
み１mmでは文献値に近い比誘電率が得られました。一方で厚
さ５mmのアルミナでは比誘電率は周波数により大きく変動
し、有意な値が得られませんでした。このあたりでは、計算方法
による制約よりも、Sパラメータの測定の誤差の方が大きく影
響していると考えられます。

まとめ
　本研究より当センターにおいて、誘電率を測定できる試料の
範囲を、大幅に拡大することができました。今回の結果につい
ては当センターで発行する技報にも掲載しております。本シス
テムでは誘電率だけでなく、透磁率についても同時に測定が可
能です。測定に興味のある方は応用技術課電気通信係にお問
い合わせください。

フリースペース法を用いた誘電率の測定
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　近年、5G通信や車載レーダーなどミリ波帯における電磁波の利用が活発に進められており、それに伴ってミリ波帯域での材料の誘電
率測定の需要が増加しています。当センターでもフリースペース法でSパラメータを測定し、誘電率を算出するシステムを導入しており
ますが、これまでは対応できる試料の厚さに制限がありました。今回誘電率計算についてシステムの改良を行い、厚さの制限を大きく
改善しました。その概要を報告します。

図1. フリースペース法測定システム

図2. 既設のソフトによる比誘電率の計算値

図3. NRW法により計算した比誘電率

はじめに
　面粗さは線粗さよりも広範囲での評価が可能ですが、特定
の測定方式では測定点数が多くなり、測定に要する時間は膨大
なものとなってしまいます。また、面粗さでは、ISO規格やJIS規
格において測定間隔や範囲は測定者の判断に委ねられている
ので、粗さ要素を飛び越えてしまわぬように測定間隔を小さく
設定してしまい、結果、測定範囲も小さくなってしまうという非
効率な測定を行うケースが多いです。本稿では、面粗さを効率
的に活用するため、その測定手法について検討を行いました。

検討方法
　測定試料として、市販の粗さ標準片７種類を用いました。各
標準片において、初めに初期値として測定間隔を小さく測定
し、粗さパラメータを算出しました。次に、初期値よりも測定間
隔を広げて、同様に粗さパラメータを算出しました（図１）。これ
を繰り返し、点密度を低減させても許容できる密度を下限許容
密度として算出しました。また、この下限許容密度での測定間
隔を最も効率的な測定としました。

　下限許容密度を評価する際のパラメータは、各点の平均面
からの高さ（絶対値）平均値であるSa値及び、表面凹凸形状の
局部的な勾配（傾斜）の平均的な大きさを表すSdq値としまし
た。測定機器・測定条件は以下のとおりです。
[非接触式]
使用機器：レーザプローブ式非接触三次元測定装置（三鷹光器 
NH-35P）　
密度は点密度として算出し、X軸Y軸共に測定間隔を広げてい
くことで点密度を低下させました。X軸Y軸の測定間隔は、測定
間隔を広げても常に等間隔としました。
[接触式]
使用機器：曲面微細形状測定システム（接触）（アメテックス社
フォームタリサーフ PGI 1200）
密度は線密度（Y軸）として算出し、Y軸の測定間隔のみ広げて
いくことで線密度を低下させました。

結果
　一例として、点密度低減時の表面形状の変化を図２に示し、

その際の評価パラメータの推移を図３に示します。また、測定
試料毎に算出した下限許容密度を表１に示します。
　表１の結果を用い、下限許容密度での測定間隔で再度測定
を行ったところ、測定時間を少なくとも75％ 程度短縮できるこ
とが判りました。（初期条件と比較）
[非接触式測定]（測定範囲：X=250μm、Y=250μm）
初期時間：約5.2時間　下限許容密度で測定：約1.3時間
[接触式測定]（測定範囲：X=500μm、Y=500μm）
初期時間：約3.6時間　下限許容密度で測定：約1.0時間

考察
　点密度を低減させる方法では、実際の測定時には時間を要
するため、測定断面から下限許容密度、つまりは測定間隔の目
処が立たないかを考察しました。結果、Sa値評価での下限許容
密度付近での測定を行いたい場合は、測定断面曲線における
表面構造の最も小さいとみなす山（谷）のスケールから一定の
判断ができると考察しました（図４ ー山７点程度の間隔）。

面粗さ測定時の測定手法の検討

基盤技術課　田中 敦士研 究 報 告

Research Report

図1　検討イメージ

図2　表面の形状変化（放電加工品）

図4　測定断面からの考察例（放電加工品）

表1　測定試料毎に算出した下限許容密度

図3　評価パラメータの推移（左：Sa値、右：Sdq値）
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